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経済産業省関係の主な円高対策について

産業革新機構の海外M&A 【出資金１００億円、政府保証枠１兆円追加】

【事業概要】
○我が国企業の競争力の強化やインフラ輸出の加速化
等を図るために、政府保証枠１兆円の拡充と１００億円
の増資を行い、新たな付加価値を創出する革新性を有
する事業に対して「中長期の産業資本」を提供するとと
もに、民間企業・民間ファンドと協業・協力して支援。

【取組状況】
○２年間で１９件の採択決定。また、ベンチャー企業投
資について強化すべく、アーリーステージ投資を行う体
制を新たに整備し、バイオ創薬等２件のアーリーステー
ジベンチャーに出資。今後も、民間ファンドと協業・協力
で支援を実施。

【事業概要】
○我が国における立地環境を改善するため、サプライチェ
ーンの中核となる部品・素材分野と将来の雇用を支える
成長分野における生産設備等への支援。特に、福島県
の企業立地を促進するため、県内新規立地等の支援。

【取組状況】
○国内立地推進事業について、１１月中に公募を開始し、
来年１月末までに採択決定予定。

○イノベーション拠点立地推進事業について、本年１２月
に公募を開始し、来年２月頃に採択決定予定。

○福島県の産業復興企業立地支援事業について、県の
条例承認を経て来年２月初旬に県による公募開始予定。

立地補助金の拡充 【５，０００億円】

【先行実施】中小企業者へのセーフティーネット保証５号の延長・要件緩和節電エコ補助金の創設 【２，０２４億円】

【事業概要】
○業況の悪化している中小企業者であって、経営の安定
に支障が生じている中小企業者の資金繰り支援につい
て、原則全業種（８２業種）を対象とし、また、円高の影
響によって、急激に売上高等が減少している中小企業
者を対象にセーフティネット保証５号を適用。

【取組状況】
○先行実施策として１０月１日から事業を進めており、
１１月１８日現在、１８，１９６件（２，６００億円）が適用。

【事業概要】
○一般家庭や中小企業等における省エネや節電を支援す
るため、エネルギー管理システムHEMS(ヘムス)等、
太陽光発電システム、定置用リチウムイオン蓄電池、
高効率ガス空調等の導入支援。

【取組状況】
○住宅用太陽光発電、民生用燃料電池、高効率ガス空調
設備の導入支援事業について、年内に公募を開始。順次、
事業者や個人に対する支援を実施。
○エネルギー管理システムや定置用リチウムイオン電池
導入支援事業、建築物節電改修事業についても、年明け
以降、すみやかに公募を開始する予定。


